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本稿の目的
　これまで，複数目標相互間に生じるコンフリクトの調整にあたって，合
理的なトレード・オフを可能にする数理手法のいくつかを検討してきた。
とくに，前稿では，効率解集合の中から有効解一効用最大解一を発見
する相互作用的方法（interactive　approach）に注目し，一般的に想定さ
れる多目標決定の情況のもとで，意思決定者との応答過程で確立されるべ
き規範的な調整ルールと，そこで交換されるべき情報内容について検討を
加えた。
　本稿では，その具体的な展開として，多目標決定の典型的な場面である
企業予算の編成過程をとりあげる。すなわち，現実の予算編成実務をでき
るだけ忠実に記述する多目標予算モデルを構築し，相互作用的方法を用い
て解を導く手順を明らかにすることをつうじて，企業予算システムに確立
されるべき規範的な目標調整ルールの具体的な内容を検討することが本稿
の目的である。
皿　分権的多目標予算モデル
　まず最初に，以下に提示する多目標予算モデルの2つの基本的な性格に
ついて述べておこう。
　企業予算の編成過程では，同時的に追求する各種の年度目標の決定と稀
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少資源の配分をめぐって様々のコンフリクトが生じる。その合理的な調整
手段として，これまで目標計画法（GP）の適用が提唱され，いくつかの
具体的なモデルが示されてきた（33》。しかし，GPモデルには，目標間の相
対的重要性を表わすウエイト係数の取扱いをめぐって適用上の問題点があ
ることは，すでに指摘したところである（34）。この点を克服し，予算編成に
伴うコンフリクトの組織的な調整過程をより忠実に記述するために，モデ
ルと意思決定者との逐次的な応答を繰返しながら，順次，収束解に接近し
ていく，相互作用的方法による問題解決を可能にするモデルに構成した点
が第1の特徴である。
　第2の特徴は，大多数の企業において，予算が，集権的組織ではなく，
分権的組織のもとで編成されているという事実に注目して，複数の部分的
決定問題をサブ・システムとする分権的モデルに構成した点である。周知
のように，分権制のもとでは，部門予算案の作成・提案に関して部門管理
者にかなりの自由裁量の余地が与えられる。このような権限委譲にもとつ
く自律性の拡大は，部門管理者に有意な動機づけ効果をもたらすと期待さ
れるのであるが，その反面，各部門が追求すべき複数目標の相対的重要性
の判断に，時として，部門相互間で食違いや不一致が発生するという，予
算編成上の重要な問題を提起する。トップ・マネジメントのリーダーシッ
プを組織の下部構造に貫徹させるための手段的役割が予算システムに期待
される，とすれば，分権制なるがゆえに生じるこのような下部組織間のコ
ンフリクトは，でぎる限り，トップ・マネジメントの意図に適合する形で
調整されなければならない。分権的モデルを構築する意義は，かかる調整
活動を展開するために，いかなる情報が必要になるかを，モデルに対する
分析的作業を通じて明らかにすることに求められる。
　このような趣旨のもとに定式化したものが，以下に示す，親問題と子問題
から構成される分権的多目標予算モデル（decentralized　multi－objective
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budgeting　mode1）である。
　親問題（本部）
多重目標下の意思決定過程の分析（皿）
　　　　　　　　　　　　　　　ア解ακ｛σ（∫1（6），プ2（6），……，∫‘（δ）1ΣδP＝β｝?
　　　　　　　　　　　　　　　P冨1
　　ひ（・）：本部の効用関数
（58）
　　　　A（・）：企業全体の第’目標σ＝1，……，のの目的関数式
　　　　6p　　：第ρ部門（ρ＝1，……，　P）に対する共通資源配分額を
　　　　　　　示す決定変数
　　　　ゐ　　：δpを要素とする1×Pの決定変数ベクトル
　　　　B　　：共通資源の全体制約値
　子問題（第ρ部門）
　　〃zακ｛プ1P（κP），　乃P（κP），　・。・・。・，　ノ～P（κP）1κPε　瓦P｝　　　　　　　　（59－1）
　　κP
　　　ゐP（・）：第ρ部門の第ゴ目標の目的関数式
　　　　勘　　：第ρ部門のアクティビティを表わす決定変数ベクトル
　　　　　　　（Xp、，　Xp2，……，　Xp。P）
　　　Xp　　：本部から割り当てられる共通資源制約δpと部門個別制約
　　　　　　　で構成されるκpの実行可能集合
　本部の決定問題である（58）式の親問題は，部門アクティビティ（κp）
の決定には直接介入せず，共通資源の全体制約（B）のもとで，その部門
別配分（6p）に関する決定権と，部門予算案（ゐP（矧δp））の最終承認権を
行使して，全体的有効解を導くことを意図する。ここで，全体的有効解と
は，部門別諸目標を企業全体に集計したZ次元の目標空間で定義される全
体的効率解集合の中で，本部の効用関数を最大にする解（δ＊および，それ
に対応する部門効率解勘＊）を意味する。
　他方，各部門の決定問題を表わす（59）式の子問題では，本部から暫定
的に割り当てられた共通資源％と部門個別制約のもとで，1個の目標を同
時的に最大化する最適アクティビテ，イ（Xp）の選択が行われる（35）。
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．各部門におけるその選択結果ゐP（κpIδp）は，本部に提案され，目標別
に企業全体に集計される。こうして求められた全体計画がそのまま全体的
有効性を満足すれば，なんらの調整を必要とせず，収束解が得られたこと
になる。しかし，そうでなければ，部門側では部門案の修正が，本部側で
は資源配分の修正が必要になる。このような展開は，現実に実施されてい
る多くの分権的予算編成手続にほぼ類似するものと思われる。
　ここで，上式に対する意味づけをもう少し詳しく検討しておく。まず，
子問題に注目しよう。（59）式がMOLPで定式化されていることから明ら
かなように，各部門においては，通常，複数の効率的端点解が生じる。し
たがって，この部門別効率解集合の中から，いずれが部門案として選択さ
れるかが問題となる。分権制の建て前からすれぽ，その判断は部門管理者
に委ねられると解すべきであろうから，そこにおいては，部門管理者の効
用を最大にする解，すなわち，次式を満足する解が，部門案として選択さ
れると解するのが自然であろう。以下，これを部門有効解と呼ぶ。
　　〃軍σκ　σP〔ノ「IP（∫plδp），　・…　鱒，！lP（κpIゐp）コ　　　　　　　　　　　　　　（60－1）
　κPεハ「p
　ただし，σPは第ρ部門の管理者の効用関数を表わし，Nρは（59）式で
定義されるMOLPの効率解集合を表わす（36＞。
　ひPの関数形については，本部側の指示によってそれが事前に完全に規
定されるといった例外的な場合（37）を除けば，先験的には知りえないのが
通例であることは，すでに幾度も指摘したところである。つまり，部門管
理者との応答を通じて入手される部分的な情報にもとづいて，事後的にこ
れを推察する以外にはないのである。したがって，（60）式に示される部
門原案の選択過程に対しては，V章で論じたZionts－Walleniusの相互作
用的方法を適用するのが有効と思われる。この応答過程の収束条件は，
（44）式に従って，これを（60）式の枠組みのなかで示せば，収束解にお
けるすべての非基底変数Xpゴに対して，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　多重目標下の意思決定過程の分析（皿）
　　　　　ニ　　1）σゴ＝Σω窟（　　　乞一2pj）≦0　　　　　　　　　　　　　　（61）
　　　　　にユ
という関係が成立する状態，と表わすことができる。ここで，曜は，収束
解に対して第ρ部門の管理者が感じる第ゴ目標の相対的重要性を表わすウ
エイト係数であり，脇は（59）式のMOLPの当該収束解について得られ
る判定基準要素である。
　ところで，鰐が部門管理者の独自の価値判断によって規定されると仮
定すると，部分最適は必ずしも全体最適に結びつかない，という構成上の
矛盾が表われる余地が生じる。というのは，各部門がそれぞれ部門有効解
を提案したとしても，これを企業全体に集計した場合，それが全体的効率
性を同時的に満足するという保証はないからである（38）。
　この点を具体例で示すために，前々稿で示したMOLPの数値例を（58）
式と（59－1）式に従って，第1および第2事業部の子問題に分割してみよ
う。共通資源の部門別配分額を，暫定的に，δ1＝32，000，62＝14，000（39）と
仮定して，二子問題MOLPを解くと，第1事業部では4つの，第2事業
部では2つの効率的端点解が求まる。その結果は第12表のように要約され
第12表　部門別効率的端点解勘τと目的関数値∫択κ〆1δp）
　　　　（b1ニ＝32，000，　62＝14，000）
部門1魏灘…構造変数… 目　的関数　理
?????
?????
11
P2
P3
P4
????
κ21
κ22
X1ユ X12 X13 ノ｝ ∫差 ノ1
　0　　　　2，300　　　　　750
1，500　　　　2，450　　　　　　　0
　266．7　　　3，066．7　　　　　0
　0　　　　　3，080　　　　　　100
61，000　　　35，000　　　26，000
71，500　　　31，250　　　27，500
65，333．3　　31，866．7　　31，200
63，6∞　　　32，400　　　31，200
X21 X22 ア董 ∫茎 ノ1
1，125
　0
593．8
875
29，375　　　　20，688．9　　　8，000
35，000　　　　12，250　　　　3，500
（τは効率的端点の番号を示す）
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第13表部門有効解の組合わせと全体目標値
??
????
ズ1τ十κ2τ
全　体　目　標　値
? ?
κ11十κ21
劣11十彦22
κ12十κ21
ズ12十κ22
κ13十κ21
κ13十κ22
κ14十κ21
κ14十κ22
90，375
96，000
100，875
106，500
94，708．3
100，333．3
92，975
98，600
55，687．5
47，250
51，937．5
43，500
52，554，2
41，116．7
53，087．5
44，650
34，000
29，600
35，500
31，000
39，200
34，700
39，200
34，700
全体的効率性
????????
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（∫FΣ∫冤）
　　　　　　　　　　　　　　　　P冨1
る（ゆ。各部門管理者は，これらの端点から構成される効率解集合Npの中
から部門案を選択することが要求される。ここでは，簡単化のために，第
12表のいずれかの端点解が選ばれると仮定すると，全体計画としては，第
13表のように，8つの組合わせが可能となる。この結果と，分割モデルで
はなく当初の全体モデルで導いた6つの効率的端点の目標値（第7表）と
を比較してみよう。その計算過程については省略するが，第13表の5つの
組合わせが，後者のいずれかの端点（ないしは，それらの隣接するものど
うしの一次結合解）によって優越（dominate）される。したがって，これ
らの組合わせは，部分計画としてはそれぞれ効率的であっても，全体計画
としては非効率であるということになる。
　このように，部分効率解の組合せが，時として，全体としては非効率に
なるのは，各部門管理者が追求しようとする重点目標（すなわち，鰐の
構成）が相互に著しく異なるためであって，goal　congruenceの欠如にそ
の原因が求められる。したがって，このような事態が生じたときには，ま
ず，これを回復する手段が講じられなければならない。そうでなければ，
全体計画は，有効性どころか，全体的効率性さえ充足できなくなるからで
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多重目標下の意思決定過程の分析（皿）
ある。
　そのための具体的な手段については後で検討する。しかし，それによっ
て全体計画の効率性が充足されたとしても，それがただちに全体的有効解
に結びつくわけではない。全体的効率解集合のなかで，できる限りこの有
効解に接近しようとするのが本部の決定問題である。
　暫定的な資源配分6pのもとで，各部門から提案されたある全体的目標値
?
Σ鐸（κplδp）について，（58）式を全微分して，（38）式を適用すると，
P冨1　　　　こ　　　ア　　4σ＝Σ観Σ（∂ア蓼／∂δP）面P　　　　　　　　　　　　　　　　（62）
　　　　をヨエ　アヨユ
となる。ここで，砺は，現在提案されている目標値に対して，本部が感じ
る第∫目標の相対的重要性を表わすウエイト係数であり，46pはらの微小
　　　　　　　　　　　　　　　　ア変化量を表わす。ただし，（58）式のΣδp＝βより，
　　　　　　　　　　　　　　　　アヌエ　　ア　　Σ46pニ0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（63）
　　アさユ
という関係が成立する。また，∂彊／∂6pは，第ρ部門に暫定的に配分した
共通資源1単位当りの当該部門における第∫目標に対する潜在的貢献額を
意味する。これに相当する情報は，第ρ部門の子問題MOLPの共通資源
制約に対するシャドウ・プライスとしてアウトプットされる。それゆえに，
この情報は各部門から提供されるべきものとなる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア　ここで，第13表に示した具体例について，Σ（∂∫射∂δp）4わpを求めてみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アサユ
よう。第13表の第4番目の組合わせを例にとり，これを構成する各部門効
率解における共通資源制約に対するシャドウ・プライスを求めると，次の
ような数：値が得られる。
　　　　　　　　　1　∫一1　∫一2　∫一3
　　　　　　　　　1
∂∫｝／∂δ、 0．75 1．125 1．75
∂∫莞／∂δ、 2．5 0．875 0．25
本例では，部門数が2つしかないから，（63）式より，」δ2＝一4δ1とい
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　　　第14表　資源配分の変更がもたらす目標間のトレード・オフ
　　　　　　　　　　i　∫＝1　　　　f＝2　　　　ゴ＝3
　　　　　　　　　　1
　　　（∂ノ｝／∂δ1）4ゐ1　　　　　　－0．75　∠δ2　　　－1．125　∠1δ2　　　－1。75　∠fδ2
　　　（∂∫1／∂δ・）4う・1　25∠δ・　α8754δ・　α25∠δ・
轟（・・署／鵬1・75・…・25砺一一
う関係が導かれる。したがって，これを利用すると，第14表のような結果
になる。つまり，現在の資源配分（δ1＝32，000，δ2＝14，000）を変更し，
わ1を減少（増加）させ，その分だけらを増加（減少）させると，1単位に
つぎ，利益目標（’＝1）は1．75増加（減少）するのに対し，売上目標（∫＝
2）と時間目標（∫＝3）は，それぞれ，0．25単位，1．5単位減少（増加）
することが知られる。
　資源配分をどのように修正するかは，このトレード・オフに対して本部
がいかなる態度をとるかによって決る。そのために，本部は（62）式のモ
デルと応答して，トレード・オフに対する選好を明らかにしなければなら
ない。たとえば，第14表に示されるトレード・オフを本部が好ましいと判
断した場合には，第2事業部への資源配分を増加させることによって効用
を増大させることができる。逆に，好ましくないと判断した場合には，本
物では部門数が2つしかないから，第1事業部への資源配分を増加させる
ことになる。
　本例では，（62）の4びが零になるとぎ，また，部門数が3つ以上存在す
る一般的なケースについては，資源配分にもはやいかなる変更を行っても
全微分4ひを正の値にできない状態に達したとぎ，収束解すなわち全体的
有効解に到達したことになる（4D。
（62）式に示される応答をつうじて資源配分の修正方向を知りうる点につ
いてはいま述べたところである。しかし，この式からはどの程度の修正を
行うべきか，つまり修正幅を知ることはできない。収束解への到達速度を早
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　多重目標下の意思決定過程の分析（皿）
めるという観点からすれば，これを指示する情報を入手することが望まし
い。そのために考えられる方法としては，各子問題MOLPに感度分析を
行って，シャドウ・プライスが所与の値を保持し続ける共通資源制約δpの
変動幅（上限値と下限値）を入手するという方法がある。この範囲内の変更
であれば，（62）式で提示される目標間のトレード・オフ関係が不変に保た
れ，それによってトレード・オフの実行可能領域が知られるからである。
田　解法手順の検討
　以上によって，分権的多目標予算モデルを構成する2つの部分的決定問
題の数理的な構造と，それがもつ予算編成上の意味づけを明らかにした。
そこでつぎに，前章での検討結果を前提にしながら構成要素間の関係づけ
を行って，全体的有明解に到達するための解法手順を示すことにしよう（42）。
もちろん，以下に示すそれは，1つの原型であって，現実への適用を考え
る際には，様々の修正なり変更が加えられるべぎ性格のものである。その
点については後で検討する。
ステップ0 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アまず最初に，本部が，全体的共通資源制約（Σδp＝β）を維
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P二1
持しながら，部門別配分額6｝（ρ＝1，……，P）を任意に定め，各部門
　に指示する。
　　々＝乃＝1　とおく（43）o
ステップ1　　各部門は，
合X多と，目的関数∫鴛（・）んを定義し，
モデルに入力する。部門管理者は，
用的方法に従って，次式の最適解（部門有効解）を求める。これを錫
で表わす。
　〃露ακ　σP｛ノ宝（κp）ん，　・・・…　，　ア召（ぎp）ん1κpεx多｝　　　　　　　　　　　　　　（64）
　κPこの収束解に対応する目標値鷲（κ多）を第♪部門案として本部に提案す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39
娚と部門個別制約にもとづいて実行可能解集
　　　　　　このデータを（59）式のMOLP
　　　　当該モデルと応答しながら，相互作
　る。それと同時に，この導出過程で得られた次の情報を本部に提供する。
　①暢に対するシャドウ・プライス（∂甥／∂ゐP）ん
　②①が妥当する共通資源制約値の上限嶋と下限聾
　③　　（61）式の収束条件を満足し，部門管理者にとって適切と思われる
　　（ω蓼）海に関する区間情報
ステップ2　　本部は，各部門から提案された部門別目標値捜（場）を集
　約し，次式に従って，企業全体レベルでの各目標の達成可能水準を求め
　る（翰。
　　　　　　∫乞（の＝Σ1パ（稽）　ゴニ1，……，1　　　　　　　　　（65）
　　　　　りぎエ
ステ・ップ3　　本部は，各ア乞（のを吟味し，全体的効率性を満足している
　かどうかをチェックし，満足していればステップ5へ進む。そうでなけ
　れぽ，（ω写）んの区間情報を部門間で比較し，その修正が必要と思われる
　部門を識別し，当該部門管理者と協議し，望ましい修正方向を指示する。
ステップ4　　修正を指示された部門管理者は，本部との協議結果を勘案
　して，修正方針を決め，ステップ1に戻る。
　ぬ＝乃＋1　とおく。
ステップ5　　本部は，各部門から提供された（∂鷲／∂δpア，醜，酷に関
　するデータを次式の応答モデルに入力し，4σを最大の正の値にするベ
　クトル∠酢，すなわち（∠1δ宝，　∠7ゐ艶，　・曾・…　，　∠1δ多）を探求する。
　　　　　　　　こ　　　ア　目的関数：4σ＝Σ勘Σ（∂甥／∂δP）泥∠暢一→〃2ακ
　　　　　　　　　　アコユ　P　卜1
　　制約条件：Σ∠鯖＝O
　　　　　　　P籏1
　　　　　　　　　　　δ砦一　ろ多≦；∠fゐ多≦δ参一ゐ多　　　　　　　　　　　　（66）
　4σを正にする解が存在しなければ，現在の計画（協，のが収束解とな
　って解法手順は終了する。∠σを正にする解が存在すれば，上式の最適
　解4がを求め，ステップ6に進む。
ステップ6　　本部は，新しい資源配分う尉を，
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　　ゐ海＋1＝ゐκ＋∠1ゐ陀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67）
　に従って求め，これを各部門に指示し，ステップ1に戻る。
　ゐ＝ん＋1，乃＝1　　とおく。
　以上の解法手順を流れ図に表わすと第7図のように示すことができる。
各記号は，各ステップからアウトプットされる情報内容を示している。
　　　　　　　　第7図解法手順のフロー・チャート
　　　　　　　　　　　亙乙エ9．
　　　　　　　　　　　　暫定的資源配分の決定
?
ステ．・ブ1
部門有効解の決定
π（κ｝．暢）
（∂パ1∂うP）馬
西1＋L
ステップる
部門案修正方針i
の決定
酷盈｝
＠9）尾
ステ・アブ2
全体計画への集約
f・⊆の
　　　ステップ3No
ステソブ6
資ir京配分の変更
Yes
あに
No
全体的効率．性
を満足するか
’ステラプ5
全体的有効性
を満足するか
Yes
計画案のノ尽認・
　以上に示した解法手順の意味を明らかにするために，さきの数値例にこ
れを適用して，収束するまでのプ冒セスを示してみよう。
　繰返し1－1
ステップ0　　第12表の計算結果を利用するために，がの初期値として，
　前述したのと同様に，61＝32，000，場＝14，000に定める。
ステップ1　　各事業部は，場と部門個別制約にもとづいて，子問題MO
　LPモデルを構成する。その結果，部門有効解κ1，場として，それぞ
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　れ，第12表のκ11，κ22が選択されたとする。これに対応する関連情報は
　次のように示される（45）。
　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　多＝1　　　　　3＝2　　　　　z＝3
一一一．X両・一』k・r一一垂一一1≧二∫…
　　　　（∂∫1／∂う・）1125　α875　α25
　　万｝＝34，114．3　　　　　　　　δ圭＝30，000
　　万『義＝16，000　　　　　　　　　δ｝＝11，885．7
　（ω圭）1＝1　　　　　　　　　　　　　（ω｝）1≧98　　　　　　　　　　　　　（z｛ノ§）1≦1
　（zθそ）1＝1　　　　　　　　（zθ弓）1≦0．6　　　　　　　（ω§）1≦0．4
ステップ2　　全体計画（墳＋κ老）は第13表の組合わせ2になる。
ステップ3　　既に述べたように，この目標値は全体的には非効率になる。
　各部門から提供された（ω蓼）1を比較すれば明白のように，重点目標が相
　互に著しく異なっているから，いずれの部門案に修正を加えるのが望ま
　しいかを検討する。かりに，本部が利益目標σ＝1）を重視している
　と仮定すると，第1事業部のそれが相対的に低いから，当該部門の修正
　が望ましいと判断されるであろう。
ステップ4　　第1事業部は，これに対応して，利益目標への重点移行を
　決め，ステップ1に戻る。乃＝2
　繰返し1－2
ステップ1　　第1事業部は，部門有効解κ…として第12表のκ12を選ぶ。
　なぜならば，この効率解が利益目標を最大化しているからである。これ
　に伴う関連情報は以下のとおりである。
　　　　　　　　　　　　∫＝1．　　　∫＝2　　　　’＝3
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　　　（∂∫i／∂δ、）2
δそ＝34，114，3
＠｝）2＝1
0．75　　　　　　1。125
わ監隔22，800
（ω老）2≦0．4
1．75
＠1）2≦0．2
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ステップ2　　本例では第2事業部案については修正を行わないと仮定し
　ているから全体計画は第13表の第4番目の組合わせになる。
ステップ3　　この目標値は，既述のように，全体的効率性を満足する。
　したがって，ステップ5に進む。
ステップ5　　この全体計画に対応する（∂∫ぎ／∂∂P）はさきの第14表のとお
　りであるから，これと感度分析情報を（66）式に入力する。その整理し
　た結果を示せば次のように表わすことができる。
　　目的関数：4ひ＝（1．75z〃1－0．25z〃2－1．5ω3）∠δ｝一→〃z礁
　　制約条件：一2，114．3≦4場≦2，000
　さきに仮定したように，本部が利益目標を重視しているとすれば，ω2と
　ω3には相対的に低いウエイトが付されるはずであり，勘に対応する係
　数が上式では正であるから，∠ひを正にする∠場が存在すると思われる。
　本部は，上式に示される目標間のトレード・オフ情報と制約条件のもと
　で，効用最大をもたらす4場の値を探求する。その結果として，」姥＝
　2，000，したがって，∠わ｝＝一2，000が選択されたとしよう（46）。
ステップ6　　この結果，新しい資源配分は，薩＝30，000，姥＝16，000と
　なる。これを各部門に指示して，ステップ1に戻る。鳶＝2，乃＝1とおく。
　繰返し2
ステップ1　　この新しい資源配分のもとで各事業部は再び部門有効解を
　求める。さきの（畷）が不変であると仮定すると，次のような結果が得
　られる。
　第1事業部：
　　κ｝＝（x、、，x、2，x、3）＝（2，000，2，000，0）
　　∫｝＝（ア丑，　！養，　！§）＝（70，000，　29，000，　24，000）
　第2事業部：
　　境＝（x2bx22）＝（0，1，000）
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ノ釜＝（∫董，∫塁，ノ§）＝（40，000，14・000・4・000）
　　　　　　　　い一・　・一・　’一・
　　　　　・∫老／・・一・75　…25　・…
　　　　　∂ア1／∂う，　10　　　0，　　0
　　－5｝＝34，114．3　　　　　　　　立蓋＝22，800
　　一万一乙＝○○　　　　　　　　　　　　＿を｝＝16，000
ステップ2　　したがって，全体計画は，
　　ノ「乞＝（プ11，　．！12，　！；3）＝（110，000，　43，000，　28，000）
　となる。
ステップ3　　この目標値は第7表から明らかなように全体的効率性を満
　足する。
　　　　　　　　　　　　　　　　アステップ5　　この計画案についてΣ（∂∫3／∂δP）」6pを求めると，次のよう
　　　　　　　　　　　　　　　P冨1
　になる。
　　　　　　　　　　lf＝1　　∫＝2　　f－3
　　お葬≦∂∫響／∂δ・）∠δ・i一α75」δ・一1・1254う2－1’754δ2
以上のデータを（66）に入力し，整理すると，次式が得られる。
　　目的関数：：∠σ＝（一〇．75ωr1．125ω2－1．75ω3）∠う甕一→脚κ
　　制約条件：4姥≧0
すべての既は正であるから，それらがいかなる値をとろうと，上式の
　最適解は肋甕＝0，したがって，∠醒＝0となる。すなわち，これまで仮
　記した決定前提のもとでは，この時点で∠σを正にする解が存在しない
　から，繰返し2で得られた計画案が全体的有効解となるわけである。
　以上の解法手順は，全体（集権）的決定モデルで得られる最適解に，部
分（分権）的逐次決定の積上げによって接近していこうとするアルゴリズ
ムであって，ここに述べた各ステップを忠実にフォμ一・して行けば，全体
44
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最適解に到達でぎることを保証するものである。しかしながら，現実の予
算編成にこのアルゴリズムを用いようとする場合には様々の適用上の制約
が加えられるであろう。たとえば，適切なコストでもってすべての情報要
求に応えられるかどうかが問題になろう。また，収束までに要する繰返し
の回数に対しても，最低限の許容範囲内におさえることが要求されるであ
ろう。現実の適用にあたってはこうした制約を考慮に入れなけれぽならな
いから，前述したアルゴリズムに対しては，こうした側面からの修正や改
善が加えられなければならない。そのいくつかの点について簡単に述べて
おこう。
　まず，ステップ0では，収束までに要する繰返しの回数を極力減らす措
置を講じなければならない。そのためには，共通資源の配分にあたって，
できるだけ適切な初期値を定める方法が考えられなけれぽならない。また，
部門案の修正に要する繰返しを削減するために，部門有効解の選択範囲を
事前に限定する方法が検討に値すると思われる。たとえぽ，予算編成方針
のなかに，各部門が部門有効解を選択する際に準拠すべき基準を明示する
という方法がある。具体的には，空明が帰属することが望ましいと思わ
れる範囲を指定するのが有効と思われる。あるいは，特定の重点目標に対
して，望ましい達成水準（満足水準）を部門別に指示するといった方法も
利用可能であろう。いずれにしても，各部門に対して本部の意思表示がな
されれば，部門の選択行為に合目的性が与えられる結果，収束速度が早め
られるものと期待されうる。
　ステップ1では，各部門に対して，有効解の選択結果だけでなく，全体
計画に与える影響（∂プ’窒／∂δP，　　δP，　　δP），当該選択を行う背景となった価値
前提（鰐の区間情報）といった各種の情報要求がなされる。この要求に応
えるには，各子問題にMOLPを適用することが望ましい。そのためには，
MOLPのコンピュータ・プログラムが利用可能でなけれぽならない。し
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かし，この面からの制約がある場合には，LPプ戸グラムの複数回の演算
によって，MOLPに近似する代替情報を産出することは可能である（47）。
　なお，（59）式の子問題では，各部門のアクティビティは部門間で相互に
独立していることが仮定されている。しかし，ある部門の決定が他部門の
決定に影響を与えるとか，依存するといった関係が在存する場合には，相
互依存関係の内容に応じて，固有の調整ルールが当該部門間に確立されな
けれぽならない。
　全体的効率性の判定はステップ3で行われるが，この判定を誤りなく行
うには，この段階で全体的効率解集合が既知になっておらなければならな
い。そのためには，ステップ2における部門別の子問題を全体モデルに再構
成して，すべての効率的端点を求めるという作業が必要になる。そのよう
な手続をとることは，理論的にはともかく，現実的には困難であると思わ
れるから，これに代わる手段を探求しなければならない。その1つの解決
策としては，各部門から提供された鰐の区間情報を利用するという方法
がある。これらは部門間におけるgoal　congruenceの程度を測る尺度と
なるから，各目標について各部門間でこれを相互比較すれば，効率性につ
いてのある程度の判断を下しうるものと思われる。つまり，相互に著しい
不一致がみられる場合には，全体計画は非効率解に属し，そうでなけれぽ，
効率性を一応満足していると判断できるのである。
　しかし，これはあくまでも代替手段であるから，これによって完全な判
定をなしうるとは期待しえない。しかし，前述したように，予算編成方針
として曜に対する望ましい範囲が事前に与えられている場合には，これ
との比較が可能になるから，予算編成方針への準拠性をチェックすること
によって，効率性条件はほぼ充足されているものとみなし得るであろう。
　かりに，このチェックによって全体計画が非効率と判定された場合には，
ステップ4で部門案の修正方針が決められる。前述の例示から明らかなよ
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うに，そこでは部門有効解の選択方針，すなわち鴫の修正が行われるも
のと想定したq8）。しかし，現実の予算編成においては，これだけではなく，
部門効率解集合Npそれ自体が修正の対象に含められることに留意しなけ
ればならない（49）。したがって，ステップ4においては，子問題を構成する
各種のパラメータについて．もその修正方針が検討され，それに応じて，新
しい実行可能解集合鴎＋1と目的関数パ（・）醐が求められる，と解するの
が現実的であろう。
D（Goal　Congruenceの回復手段
　さきに，部分最適は必ずしも全体最適に結びつかない事例として，全体的
には非効率になる部門有効解の組合わせが生じるケースを示し，その原因
が部門相互間のgoal　congruenceの欠如に求められることを指摘した。そ
のような事態が生じたときには，全体的効率解に到達するために，直上で示
したように，部門案の修正が必要になる。ところで，この修正過程では，現実
的には，次のように分類される2つの典型的なケースが表われると予測さ
れる。すなわち，本部との協議に従って部門管理者が鵡を主体的に修iEし，
それに対応する新しい部門有効解（効用最大解）を再提案する場合と，Z娚
は不変のまま，本部の要求に応ずるべく別の部門効率解を再提案する場合，
の2つである。
　両者間には極めて重大な相違が認められるであろう。つまり，全体的効率
性を充足するにあたって，前者においてはgoal　congruenceの回復がその
前提となっているのに対し，後者においては，それが未回復の状態にある。
また，その結果，前者にあっては，部門管理者は自己にとって最も満足のい
く目標値を再提案するのに対し，後者においては，嫉が不変であるから，
修正案は効用最大を保証せず，いわば，意にそわぬ形での修正がなされる
ことになる。したがって，このケースにおいては，修正案が部門目標とし
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て公式的に承認されたとしても，それが部門管理者の行動目標に受容（aCC
ept）される可能性は，前者の場合に比べ，著しく低下するものと思われる。
そうだとすると，目標体系としての整合性が確保されたとしても，その後
における動機づけ効果が期待できない，という問題が生じることになる。
　予算管理の本質的な意図は，追求すべき諸目標に対して全社的な合意を
形成し，それを基軸にして諸目標を個々の管理者の行動目標に内的に変換
させていくところに求められるのであるから，当然のことながら，前者の
タイプによる修正活動が展開されなければならない。そのためには，goal
congruenceが欠如した場合に，これを回復する手段，つまり，曜を望
ましい方向に修正させるべく，本部が部門管理者に意図的な影響を行使す
ることができなけれぽならない。それを可能にする手段を探求するには，
まず，畷の規定要因に検討を加える必要があろう。
　前稿の（37）式に従って，これを定義すると次のように表わすことがで
きる。
　　zσ馨A（∂｛ノρ／∂ゾ蓼）／（∂こ1P／∂∫号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）
　　　　　　∫＝1，……，Z
　∂ひP／∂パは，特定の部門案における第’目標に対する部門管理者の限界
効用を表わす。したがって，曜は基準目標（ここでは第1目標）と第∫
目標との限界効用比，すなわち効用を無差別とする両目標間の限界代替率
を表わす。それゆえ，上記の目的に接近するには，∂σP／∂パの規定要因，
つまり，部門目標値の引上げないしは引下げに対して部門管理者の効用が
どのように変化するか，それに影響を与える要因を明らかにしなければな
らない。以下は，そのための1つの試論である。
　特定の部門目標が公式的に承認されると，その達成責任が部門管理者に
課せられる。そして，それが達成されたときには，有形・無形の内的・外
的報酬が与えられ，そうでないときには負の報酬が生じることが予算シス
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テムにおける管理上の前提となっている。したがって，特定の目標水準
（理，∫翌，……，fのに対して部門管理者が抱く効用は，その達成ないし
不達成がもたらす正および負の報酬と結びつけて，次のように定義するこ
とができる（50）。
　　　　じ　　σP＝Σ（7才嬬イigI）
　　　　葛願1
　　　　　纏〕1；灘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）
　　　　　編に1：；1讐
　ここで，α召は第P部門における第∫目標に関する実績値を表わす確率変
数，7才は第∫目標が達成されたときに得られる報酬，7」はそれが不達成の
とぎに生じる負の報酬の絶対値を表わす。
　婿を確率変数として扱ったのは，各目標が達成されるかどうかは計画段
階では確実には予測できないのが現実であるからである。第’目標が達成
される確率をP（曜≧∫わと表わせば，9才と石の期待値は，
　　E（2D＝1P（α劉≧ア署）＋0｛1－P（曜≧理）｝
　　　　　＝1）（α劉≧ア『）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（70）
　　E（zτ）＝　1－E（9才）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（71）
となる。ところで，ここではすべての目標について最大化問題を考えている
から，他の条件を一定と仮定すれば，理が増大すればするほどその達成は
困難になる。したがって，その達成確率P（鰐≧！のは∫鴛の減少関数であ
ると仮定することができる。それゆえに，その一般式を次式のように構成
することができる。
　　　P（α箸≧∫署）一・一・一α鴛／ア鴛　　　　　　（72）
　　　ただし，鰐＞0，門＞0
（70）～（72）式を用いて（69）式を期待効用に変換すると次式が得られる。
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　　・（σP）一裁（癌）（・一メ／！り、紮
　　　　　一一土（γ才＋壕），一α耀．翫　　　　（73）
　　　　　　争＝1　　　　　　　　　　包謳1
　したがって，特定の目標水準において，上式を鷲に関して微分すれぽ，
第∫目標の微小的変化に対して期待効用がどのように増減するかを，次式
のように，求めることができる。ただし，鰐は定数と仮定した。
・・（び・）／・プ常・（・一・一α劉／ア詔）イ7グα耀｝
　　　　　　　一（7才＋γr）。r（〃）一・、一α『／理　　　（74）
　ここで，牢は47才／4理，7τ’は47τ／4理を表わす。目標水準（！わの
引上げに応じて，その達成が困難になればなるほど，それが達成されたと
きに得られる報酬（成功感）は逓増し，逆に，不達成のときに生じる負の
報酬（失敗感）は逓減すると仮定すれぽ，7才’は正，写は負の値になると
想定することができる。したがって，上式の右辺第1項，すなわち，目標
値の上昇（困難化）に伴う増分報酬の期待値は，正㊧値になる。しかし，
第2項の（ぢ＋γ診……も，これまで述べた前提から明らかなように，正の
値になる。したがって，達成目標の引上げに対して部門管理者が感じる期
待効用の変化∂β（σP）／∂理は，第1項と第2項の大小関係如何によって，
正および負のいずれの値をもとることになる。それが負になる場合には，
部門管理老は目標の引上げを拒否す為であろうし，正になる場合はすすん
で引上げに応じるであろう。
　現実にはどうであろうか。おそらくどの管理者も達成目標が極度に引上
げられることは好まないであろう。前年実績を一定割合上まわる水準でさ
えあればそれ以上目標が高くなることは望まない，というのが実情である
とすれぽ，目標値が一定水準を超えると，∂E（σP）／∂理はプラスからマイ
ナスに転ずるものとみなしえよう（5D。ただし，このような符合変化が生じ
50
　　　　　　　　　　　　　　　　　　多重目標下の意思決定過程の分析（皿）
る水準はかなり高いレベルに維持されなければならない。そうでなけれ
ぽ，部門案が非効率解集合の中から選択される可能性が生じ，過剰なスラ
ックの形成を許容することになるからである。少なくとも，部門効率解集
合に対応する目標空間上の凸領域内においては，これが負の値をとらない
ように（74）式の各パラメータに適切な値が指定される条件を成立・維持さ
せなければならない（52）。
　ところで，この∂E（σP）／∂理が（68）式を構成する∂σρ／∂理に相当する
ものであることは明白であろう。したがって，特定の目標に対応する∂E
（σP）／∂〃の値を増減させるべく，その規定要因に操作的影響を与えるこ
とができれば，本部は当該目標の相対的重要性曜を望ましい方向に修正
することが可能になる（53）。要するに，重要視すべき目標に対応するγ志’
を増加させ，77’を減少させる手段を探求すれぽ良いわけである。7才お
よび7τを構成する外的報酬に訴える手段としては，目標別（多次元）の
業績評価制度を導入するのが有効と思われる。すなわち，重要性に応じて，
達成目標に対する評価と報酬のウエイトづけを差別化し，目標水準の困難
化に応じて報酬を逓増させるシステムを確立することが考えられよう。そ
れと並んで，内的報酬に訴える様々の手段が検討されなければならない。
　そうした諸手段によって，本部の意図する方向に嬬（ないしは9ゆ）が
修正されていけぽ，全社的なgoal　congruenceの回復と，これを前提と
する効率性の充足が可能になるわけである。
まとめ
　本稿で提示した分権的多目標予算モデルの基本的なフレームワ・一クは，
局地的有効性を全体的有効性に結びつける論理によって構成されている。
その点において，このモデルは，全社的goal　congruenceの確保のため
に企業予算システムにいかなる調整ルールが確立されるべぎか，という問
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題提起に対して，少なくとも1つの答を用意したものとみなしうるであろ
う。
　ところで，本稿で追求したgoal　congruenceという概念には，次のよ
うな双対的解釈を与えることがでぎる。その第1は，それが確保されるこ
とによって，上位目標と下位目標の目的・手段関係における計数的合理性
ないしは首尾一貫性が保証される，という意味づけである。もう1つは，
それが確保されることによって，部分と全体の双方が有効性という絆によ
って連結されるから，すべての目標追求主体にとって最大効用を保証する
行動目標の割当てが可能になるという意味づけである。後者は，予算によ
る動機づけ機能の重要な前提条件であることに注意しなけれぽならない。
　本稿では，目標別に誘因提供がなされ，各管理者がそれに対して合理的
に行動する条件が備わっておれぽ，ここに提示した調整ルールによって，
上記の2つの目的の同時的追求が可能であることを指摘したわけである。
　ここで，他のモデルとの壌較を簡単に行っておこう。分権的多目標予算
モデルとしては，Ruefliが開発したGeneralized　Goal　Decomposition
Mode1が著名である（54）。そこでは，トップマネジメントから暫定的に割当
てられた部門目標値に対する部門管理者の価値判断一本稿の枠組みの中
でいえば，曜に相当する一を基軸とする，いわば部門主導型の調整が
展開されている。目標間の相対的重要性に関して，本部は中立的な立場をと
ることが仮定されているからである。そのために，諸目標に内在する部門
間のコンフリクトに対しては，その解消をめざすのではなく，むしろ逆に，
その存在を前提とする調整が意図されるわけである。その結果，Ruefliモ
デルでは，goal　congruenceが著しく欠如する場合には，部分最適が全
体最適に優先する結論，つまり，全体的効率性を満足しない収束解が導か
れる可能性が残っていると思われるのである（55）。それに対し，本稿で提示
したモデルでは，上位目標に対するトップ・マネジメントの価値判断（観）
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を基軸とする下位目標間の調整が意図されており，全体的効率性のチェッ
クが準備されているから，無条件でそのような収束解に到達する余地はな
い。
　最後に，このモデルの問題点を指摘しておこう。1つは，MOLPの実
用的なコンピュータ・プ戸グラムが未だ一般企業に入手可能でないため，
当面は代替手段によって情報要求に応えなければならない，という情報処
理上の問題である。しかし，この問題は近い将来に解決されるものと思わ
れる。もう1つの問題は，本稿に示したモデルでは，共通資源が1種類に
限定されていた点に関連する。予算モデルであるから，ここにおける共通
資源とは資金を意味するが，共通資源が2種類以上に拡張される場合には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
本部における資源配分問題が若干複雑化するとともに，子問題における共
通資源制約に対する感度分析を単一変数ではなく複数変数について行わな
ければならなくなる，という問題が生じる。ただし，これらの諸問題は，
技術的には解決可能であり，モデルそれ自体の論理性を否定するものでは
ない。
注
（33）その代表例として，T．　W．　Ruefli［33］のモデルをあげることができる。
（34）GPモデルの適用にあたって，こうした問題点を克服するための研究もい
　　くつか行われている。cf．　J．　Dyer［20］，［21］，門田［34］P・142。
（35）部門管理者が，各目標に対して一定の希求水準をもち，その達成偏差の最：
　　小化を意図すると仮定すれば，子問題は，次のように定式化することも可能
　　である。
　　　棚｛勘，場，……，飾【ノ写（κP）＋砂昂》殉・
　　　　　∫＝1，　・・・…　，　～　：エpε天p｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59－2）
　　　ここで，マ⑫は第ρ部門における第f目標の希求水準，y昂はそれに対す
　　る達成偏差を表わす。
（36）子問題が（59－2）式のように定義される場合には，（60－1）式は，次のよ
　　うに，改められる。
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　　　〃多σズ　　こ1P〔ニソf多・　」y昂・　『”●o㌧　ツゆ〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60－2）
　　　ンラε1V万
　　　ここで，筋はッ痂から構成される（1×ののベクトルであり，N万は（59
　　－2）のMOLPで得られる効率解集合である。以下に示す（64）式に対して
　　も，同様の修正が必要になる。
（37）　その場合には，分権制といっても，部門管理者に与えられる自律性はかな
　　り限定的なものとなる。
（38）　部分的効率解は必ずしも全体的効率解に結びつかない，という問題に関す
　　る事例と理由づけについては，N．　G．01ve［321　PP．73～74を参照されたい。
　　　　（39）　Σδp＝46，000に留意されたい。
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（40）　ここでも，売上目標（∫＝2）については百分の1にスケール・ダウンして
　　ある。
（41）資源配分をその状態からどのように変更しても，効用の減少を伴うからで
　　ある。
（42）　多目標と分権制を同時的に考慮したモデルに対する一般的な解法手順にっ
　　いては，N．　G．01ve［32］PP．61～62を参照されたい。以下に示す解法手順
　　の構成にあたっても，有益の示唆を得た。
（43）添字々と層ま繰返しの回数を示す。
（44）　目標が絶対額ではなく，たとえば資本利益率といった比率である場合には，
　　全体レベルへの集約にあたっては，（65）式ではなく，加重和をとるといった
　　修正が必要になる。
（45）　z碍の数値については，（61）式の収束条件を満足する範囲内において，任
　　意に値を定めた。なお，ここでは第1目標（利益目標）を基準目標に定めて
　　いるから，（37）式の定義式から明らかなように，岬は1の値をとる。
（46）∠δ1＝2，000は，必ずしも，この最大化問題に対する自明の解ではない。
　　茄蓋の増加につれ，目標値が変化するため，それに応じて，観の構成が変わ
　　ると思われるからである。ただし，意思決定者の効用無差別曲線（第4図）
　　が線型であると仮定できる場合は，前述の条件のもとでは，4う｝＝2，000は自
　　明の解となる。
（47）　たとえ．ば，R．　Benayoun，　J．　de　Montgolfier，　J．　Tergny　and　O．　Lari・
　　chev［30］が開発した手法も参考になる。　cf．佐藤「36」pp．23～24．
（48）子問題が注（35）で示した（59－2）式のように，満足基準を導入したMOL
　　Pで構成されている場合には，当然に，希求水準霞ヵ自体の修正が必要にな
　　る。そのためにも，重要な部門目標について，望ましい達成水準を予算編成
　　方針として事前に明示しておくことが有力と思われるのである。．
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（49）全体的有効解に到達したとしても，それがもたらす目標値が，必ずしも，
　　本部の満足水準を上まわるとは限らない。そのような場合にも，部門案の改
　　善要求がなされると思われる。
（50）（69）式はA．Charnes　and　A．　Stedry［31］pp．191～192に示された考え
　　方に依拠している。
（51）部門管理者の希求水準は，そのような水準に形成されると思われる。
（52）本来，そうした条件が成立しておらなければ，子問題を（59－1）式のよう
　　に「最大化」問題として定式化することが矛盾となる（ただし，現実には，
　　各種のパラメータの予測値のなかにある程度のスラックが組み込まれるであ
　　ろうから，部門の決定問題がそのように定式化されたからといって，管理者
　　にはそれほど深刻な矛盾とは映らないかも知れない）。その場合には，子問題
　　は注（35）に示した（59－2）式のように定式化することが妥当と思われる。
　　ただし，そこにおいては（59－1）式で得られる効率性を充足するために，希
　　求水準『蕊pの引上げが重要な問題となる。以下に述べる諸手段は，そのため
　　にも同様に有効であると思われる。
（53）　（73）式を，当初提案した目標値（理，……，∫ぞ）において全微分すると，
　　次式が得られる。
　　　　　　　あ　　　4E（σρ）＝Σ（∂E（ひP）／∂．理）・4ノ署
　　　　　　　オニユ
　　　ガ劉は，第∫目標の微小変化量を表わすから，この目標点において実行可
　　能なトレード・オフを表わすと解しうる。∂E（ひP）／∂理に割当てた当初の
　　値のもとでは4E（ひP）を正にするトレード・オフが存在しなかったために，
　　当該目標値が有効であると判断されたわけである。その値が望ましい方向に
　　修正されれば，上記の全微分を正の値にするトレード・オフが生じ，他の点
　　に有効解が移行する可能性が生じるのである。
（54）T．Ruef1i［33」。その内容について，門田［34］PP・143～151・佐藤［35］
　　pp．95～110を参照されたい。
（55）むしろ，そうした可能性があることを指摘することがRuefliモデルの意
　　図するところであると，解することももちろん可能である。
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